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ＲＣ造偏在戸型開口壁の独立柱を想定した柱の静加力実験

加藤大介＊1･保坂敦史＊2･中村友紀子＊3･土井希祐＊4

要旨：：：：ＲＣ造偏在戸型有開口耐震壁には開口の偏在により独立柱が存在する。耐震壁が正

負交番載荷を受ける場合、この独立柱には高変動軸力が生じる。本研究では既報で報告

したＲＣ造偏在戸型有開口耐震壁の独立柱をとりだして静加力実験を行った。その結果、

主筋の座屈の影響により、引張力を与えた試験体の方が最小軸力が０の試験体より早期

に耐力低下が生じており、80%耐力低下点として定義した靭性限界点も小さかったことが

分かった。ただし、全主筋を引張降伏させるかどうかは軸力負担能力（軸力喪失点の変

形）には影響しなかった。この結果は偏在有開口耐震壁の独立柱のモデル化に役立つ。

キーワード：耐震壁，偏在開口，柱，変動軸力，静加力実験

　１．はじめに

　筆者らは文献［1］において、ＲＣ造有開口

連層耐震壁を靭性のある要素として設計する場

合の、曲げ強度と変形能の評価法を検討した。

その中で、偏在戸型開口を有する場合には、開

口の影響により曲げ強度と変形能が無開口壁に

比べ低下することを指摘し、その評価法を提案

した。また、開口が偏在することによって生じ

る独立柱には、高変動軸力下で大きな強制変形

が生じるため、強度だけでなく靭性も要求され

ることも示した。しかしながら、この独立柱の

変形能の評価は難しい。すなわち、変動軸力を

受ける柱の靭性評価の既往の研究は多いが、そ

れらは、高層建物の隅柱を対象にしており、本

研究で対象としているような、引張軸力載荷が

全主筋の降伏を伴うものではないからである。

そこで、本研究では、文献［2,3］で示した偏

在戸型開口壁の独立柱を想定した柱試験体の

静加力実験を行った。

２．実験概要

　2.1　試験体

図-1に実験計画の概念を示した。図中の右は

文献［3］で示した片持ち梁加力形式の偏在有

開口耐震壁の実験終了後のひび割れ図の例であ

る。偏在開口により生じる独立柱には、正方向

加力では圧縮軸力下で、負方向では柱型内の全

主筋の引張降伏を伴う引張軸力下で、それぞれ

強制的な水平変形を受ける。

この独立柱を模擬した柱試験体を図中の左側

に示した。柱試験体の諸元を表-1に、寸法と配

筋詳細を表-2に、それぞれ示した。柱部分の寸

法は原型の壁試験体と同じである。原型の壁試

験体は３体であるが、柱の主筋(4-D10)は共通

で、帯筋の間隔は２通り(2-D6@50と2-D6@30)で

あった。そこで、柱試験体の主筋は原型と同じ

とし、試験体IC1とIC2は帯筋間隔50mm、試験体

IC3とIC4は30mmとした。実験パラメータはこの

帯筋配筋以外には変動軸力の与え方とし、試験

体IC1とIC3は最小軸力比を０に、試験体IC2とI

C4は柱型の全主筋が引張降伏する軸力比とした。

すなわち、試験体IC2とIC4が偏在開口壁の独立

柱を模擬した試験体で、試験体IC1とIC3が比較

用の一般的な変動軸力を受ける試験体といえる。
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表-1　試験体諸元　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表-2　試験体寸法と配筋の詳細

表-3　加力履歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(a)独立柱試験体　　　　(b)開口壁試験体WGO2［3］

(逆対称変形加力)　　（片持ち梁加力）

　　　　　　　　図-1　実験計画概念図

　　　図-2　試験体配筋図(IC1,IC2)

なお、最大軸力比は、帯筋間隔が大きい試験体

IC1,2では0.32、帯筋間隔が小さい試験体IC3,4

では0.65とした。試験体IC1とIC2の配筋図を図

-2に示しておく。

　2.2　加力方法

　図-3に加力計画の概念図を示す。図-3(a)は

最小軸力を０とする変動軸力試験体IC1,3の載

荷方法であるが、これは文献［4］に示した方

法と同一である。すなわち、正加力方向へ向か

う水平力０の時（図中①→②）に、所定の圧縮

軸力を載荷し、その後軸力を保ったまま正方向

加力を行い（②→④）、水平力が０の点で（④

→⑤）軸力を抜き、その後軸力が０の状態で負

方向加力を行った（⑤→⑥→①）。一方、図-3

(b)は軸力引っ張り側で全主筋を引張降伏させ

る試験体IC2,4の場合である。正加力方向へ向

かう水平力０の時から、正方向加力終了まで（①

→④）は試験体IC1,3と同じであるが、水平力

が０の点で軸力を抜いた上に、所定の軸歪度（ε

min）まで引っ張った（④→⑤）。その後、軸

歪度εminを保ちながら負方向加力を行う（⑤

→⑥→①）が、主筋が全て引張降伏しているの

で、水平方向の復元力は０となる。

表-3は加力履歴であるが、各サイクルで２回

の同一部材角で繰り返す漸増載荷とした。ただ

し、原型の耐震壁の実験結果では、負方向の水

平変形角がある程度以上進行しなかったので、

その結果を反映させて負方向では部材角Ｒmin

は0.02radで打ち止めとした。また、試験体IC2,

4の負方向載荷時の引張軸歪度εminも原型の耐

震壁の実験結果を参考にして、柱の水平変形角

に比例させ、表に示した値とした。

試験体 ｺﾝｸﾘｰﾄ 主筋 主筋強度 帯筋 帯筋強度 最大軸力（ｋＮ）最小軸力 断面 150×150mm

名 強度（MPa） （MPa） （帯筋比％） （MPa） （軸力比） 柱全高さ Ｌ＝３８０mm

ＩＣ－１ ２－Ｄ６＠５０ ２２１ 0 有効せい ｄ＝１２９mm

ＩＣ－２ （０．４２） （０．３２） 主筋降伏 帯筋の外端長さ

ＩＣ－３ ２－Ｄ６＠３０ ４４２ 0 （コア長さ）

ＩＣ－４ （０．７１） （０．６５） 主筋降伏 横補強筋の端部 １３５度フック付き

３０．８ ５４１ Ｄｃ＝１３０mm4-D10 ５３２
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　　　　　　  正加力　 　　　負加力

サイクル １･２ 3･4 ５･６ ７・８ ９･10

Ｒmax 0.005 0.01 0.02 0.03 0.04

Ｒmin -0.005 -0.01 -0.02 -0.02 -0.02

εmin 0.01 0.02 0.04 0.04 0.04

（部材角の単位：rad、εminは試験体IC2,3に適用
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　　　図－４　加力装置図

図-4に加力装置図を示した。原型となる耐震

壁の独立柱には複雑な強制変形が生じるが、本

実験でそれを再現するのは困難であるので、加

力は逆対称変形となるように左右の軸力ジャッ

キで軸方向を制御している。

測定は水平変形の他、柱両側の側面での軸方

向の変形を柱部材高さ方向に２分割して電気式

変位計により測定している。

３．実験結果

図-5に、各試験体の最大耐力時(IC1,2,3は+5

サイクル、IC4は+3サイクル)および加力終了時

のひび割れ図を示す。また、図-6(a)～(d)には

各試験体の水平力－水平部材角関係、および、

軸歪度－水平部材角関係を示した。図(a)(c)は

最小軸力を０とした一般の隅柱を対象にした変

動軸力試験体、(b)(d)は負方向で全主筋を引張

降伏させた独立柱を模擬した試験体である。同

図の水平力は軸力用ジャッキによる影響（Ｐ－

Δ効果）を考慮したものであり、また、水平変

形角は上下の基礎間の水平変形をその高さで除

したもの、軸歪度は柱軸芯位置での上下基礎間

の垂直変形を高さで除した値である（縮みを正

方向にしている）。試験体はいずれも±１サイ

クル(1/200rad)において柱頭、柱脚部に曲げひ

び割れが観察された。負方向において引張軸力

を与えた試験体IC2,4は柱全体に水平方向にひ

び割れが発生した。3サイクル(1/100rad)で柱

脚部の亀裂が拡大し、コンクリートが剥落した。

試験体IC1,2,3は+5サイクル(1/50rad)で最大

耐力を示したが、試験体IC4は+3サイクル(1/10

0rad)で最大耐力を示し、+5サイクルでは耐力

が低下しはじめた。試験体IC1,2,3では、この

最大耐力時に、せん断ひび割れが観察されたが、

試験体IC4では、最大耐力時の部材角が他の３

体より小さい1/100radだったので、ひび割れ図

をみてわかるように、せん断ひび割れは発生し

ていない。

最大耐力以降は、負方向において引張軸力を

与えた試験体IC2,4の耐力低下が比較したIC1,3

に比べ著しかった。試験体IC2は-5サイクル(1/

50rad)で柱脚部の亀裂が拡大すると同時に柱中

央のコンクリートが剥落し、帯筋が露出した。

7サイクル(1/33rad)目には柱脚部のコンクリー

トが大きく剥落し、主筋が露出したが、目視で

は座屈が確認できなかった。最終サイクル(1/2

5rad)では柱左上および柱右下の主筋が座屈し、

かぶりコンクリートが圧壊した。試験体IC4も

同様に-5サイクル(1/50rad)で柱脚部が大きく

剥落し、帯筋が露出した。このとき柱側面でも
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図－３　加力計画概念図

(a)最小軸力が０の試験体(IC1,IC3) (b)引張軸力を与える試験体(IC2,IC4)
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図－６　水平力－水平変形、軸歪度－水平変形関係

　　　　　負方向　        正方向

　　　　　　　(a)最大耐力時

　　　　　　　(b)加力終了時

　(a)試験体IC1(b)試験体IC2(c)試験体IC3(d)試験体IC4

 　　　　　　図－５　ひび割れ図

　　表-4　限界変形実験値

コンクリートの剥落、帯筋の露

出が確認された。その後、柱脚

の基礎から浮き上がりが見られ

た。+9サイクル(1/25rad)では

柱右下部の剥落、かぶりコンク

リートの圧壊、主筋の座屈が確

認された。いずれの試験体も最

終サイクルで軸力の保持が不能

となり加力を終了した。

4． 結果の考察

　　　　4.1　限界変形の既往の実

　　　　　　験との比較

本節では、圧縮軸力を受け

る正方向加力時の限界変形能

について考察する。本実験の

ように負方向で引張軸力を受

ける場合には、正方向加力時

のせん断抵抗機構にも影響を

及ぼす可能性があり、せん断

抵抗機構に依存する変形能も検討する必要もあ

ろう。しかしながら、本実験レベルでの軸力比

では、圧縮コンクリートに依存する曲げ靭性の

影響が大きいので、曲げ靭性のみ検討した。

文献［5］では、柱試験体の変形能と軸力と

の関係を検討し、設計式として柱のコア軸力比

と限界曲率基準値（変形能を基準化した値で詳

細は同文献参照）の関係を提案している。図-7

は同文献で示した柱コア断面と限界曲率基準値

の関係に本実験結果を加筆したものである。限

界変形としては、復元力が最大耐力の80%に低

下した点と、所定の軸力を負担できなくなった

点（軸力喪失点）の２通りを考えている。
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図－８　包絡線と主筋累積軸歪度の関係

　　　　(a)ηmax=0.32(帯筋間隔50mm)の試験体

　 　(a)耐力80％低下時　　(b)軸力喪失時

図－７　試験体の変形能の検討(文献[５]のコ

ア断面の軸力比と限界曲率基準値の関係に本実

験結果を加筆(図中○))

試験体の耐力80%低下点として定義した靭性限

界点は後述する図-8に○印で示したが、３章で

述べたように、最小軸力が０の試験体より全主

筋を引張降伏させた試験体の方が小さい値とな

った。一方、いずれの試験体も最終サイクルが

軸力喪失点となるが、このときまでに経験した

最大部材角はいずれの試験体もほぼ等しかった。

80%低下点として定義した変形能が大きく違う

にも関わらず、軸力喪失点が変わらなかったこ

　　（ｂ）ηmax=0.65(帯筋間隔30mm)の試験体

とは注目に値する。これらの値を表-4

に示しておく。

　これらの点を既往の試験体と比較し

てみると、80%に耐力が低下した点では

（図-7(a)）、最小軸力が０の試験体で

は既往のデータの20%下限値（同破線）

付近に位置し、全主筋を引張降伏させ

た試験体では既往のデータの20%下限の

さらに下に位置した。一方、軸力 喪失

点では(図-7(b)）、いずれの試験体も

既往のデータの20%下限値（同破線）付

近に位置した。

4.2 主筋の座屈歪度の検討

　軸力載荷法が限界変形に及ぼす理由としては、

載荷方法の違いにより主筋の座屈の発現に差が

生じたことが考えられる。そこで、本節では、

主筋の座屈歪度について考察する。図-8に包絡

線と主筋累積軸歪度の関係を示す。図は軸力載

荷方法だけが異なる試験体をまとめて示してお

り、図 (a)は軸力比が0.32（帯筋間隔50mm）の

試験体、図(b)は軸力比が0.65（帯筋間隔30mm）

の試験体である。いずれも下の図が試験体の水

平変形角と水平力の包絡線、上の図が水平変形

-60

-30

0

30

60

90

120

-0.025 0 0.025 0.05

水平変形角（rad)

水
平

力
（
kN

）

ＩＣ－３

ＩＣ－4

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0 0.025 0.05

水平変形角(rad)

累
積

圧
縮

軸
歪

度

座屈歪度計算値

○靭性限界点

-60

-30

0

30

60

90

120

-0.025 0 0.025 0.05
水平変形角（rad)

水
平

力
（
kN

）

ＩＣ－１

ＩＣ－２

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0 0.025 0.05

水平変形角(rad)

累
積

圧
縮

軸
歪

度

座屈歪度

計算値

○靭性限界点

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

コア断面の軸力比

0

2

4

6

8

10

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

コア断面の軸力比

限
界
曲
率
基
準
値



４５０　　6／６　　加藤大介

角と主筋の累積圧縮軸歪度の関係である。主筋

の累積軸歪度は主筋の歪度の履歴をバイリニア

ーモデルに置換し、圧縮降伏している時の歪度

を累積したものである。また、主筋の歪度の履

歴は試験体高さ方向に２分割して測定した電気

式変位計による軸変形のデータより、負方向加

力で引張を受ける側の主筋位置での軸変形に換

算し求めた（上下２カ所あるので図はその平

均）。すなわち、この歪度は危険断面から部材

中央までの主筋の平均的な歪度といえる。従っ

て、危険断面付近では局部的にこれよりも大き

い累積歪度になっていると想定できる。

　包絡線については、引張軸力を与えた試験体

（破線）の方が最小軸力が０の試験体（実線）

より早期に耐力低下が生じており、図中の○で

示した靭性限界点も小さいこと、および、軸力

を負担できる限度は加力終了時なので、この限

度はいずれの試験体も同じであることは、既に

説明した。

主筋の累積歪度をみると、いずれの図におい

ても、破線で示した全主筋が引張降伏する試験

体の方が倍程度大きいことがわかる。文献［6］

によれば、主筋の座屈はその累積圧縮軸歪度が

座屈歪度を超えたときに生じる。また、同文献

では座屈歪度の評価式が提案されており、図中

にはその座屈歪度計算値も点線で示してある。

この計算値は安全側に設定されており、また、

精度もあまり良い式ではないが、座屈を生じた

かどうかの目安にはなる。すなわち、本実験結

果に当てはめると、図-8(a)をみて分かるよう

に、最小軸力が０の試験体IC1は主筋の座屈が

生じる限界前、全主筋を引張降伏させた試験体

IC2は加力中に主筋が座屈した、と判断できる。

すなわち、全主筋を引張降伏させた試験体が最

小軸力が0の試験体より耐力低下が激しかった

のは、主筋が座屈したためと判断できる。その

結果、最大耐力の80%低下時として定義した変

形性能は全主筋を引張降伏させた試験体が小さ

くなった。ただし、図-8(b)ではそのような明

確な傾向は見られなかった。

一方、断面の軸力負担性能に対する主筋の影

響は余り大きくないので、軸力喪失点の変形は

いずれの試験体も同じ値になっている。

　５．まとめ

鉄筋コンクリート造偏在有開口耐震壁の独立

柱を模擬した柱の静加力実験を行い、以下の結

果を得た。これらの結果は偏在有開口耐震壁の

独立柱のモデル化に役立つ。

（１）引張力を与えた試験体の方が最小軸力が

0の試験体より早期に耐力低下が生じており、8

0%耐力低下点として定義した靭性限界点も小さ

かった。これは主筋の座屈が原因と考えられる。

（２）全主筋を引張降伏させるかどうかは軸力

負担能力（軸力喪失点の変形）には影響しなか

った。
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